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情報処理技術者試験とは 

情報処理の促進に関する法律に基づき、経済産業省が情報処 
 理技術者としての知識・技能の水準がある程度以上にあること 
 を認定している国家試験。 
 
情報システムを構築・運用する「技術者」から情報システムを利 
 用する「エンドユーザ(利用者)」まで、ITに関係するすべての人  
 が活用できる試験(14種類の区分)として実施。特定の製品やソ 
 フトウェアに関する試験ではなく、情報技術の背景として知るべ 
 き原理や基礎となる技能について幅広い知識を総合的に評価。 

 
昭和44年度から平成18年度春期までにのべ1,336万人が応募し、 
 のべ143万人が合格。 
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論 点 

総論 国家試験としての存続の必要性 

各論② 試験問題作成業務 

各論① 試験実施業務 

 本部で実施している業務  

 9つの支部で実施している業務  
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総論 国家試験としての存続の必要性 

＜経済産業省の見解＞ 
 
○引き続き、国家試験として存続させること
が適切。試験のあり方について、産業構
造審議会において検討開始。 

＜検討の方向性＞ 
 
○国家試験として一定の存在意義は認め
るが、運営方法に検討の余地あり 



4 

各論① 試験実施業務 

(1) 本部で実施している業務 

＜経済産業省の見解＞ 
 
○ 試験案内、願書受付等相当部分を既に
一般競争入札により民間委託。これら以
外の業務についても、民間の創意工夫が
生かせる部分については引き続き民間開
放を進めていく。 

＜検討の方向性＞ 
 
○ 民間でも全国規模で信頼性の高い
試験を実施している機関が存在。 

 
→効率的に業務を実施していることを証

明するためにも官民競争入札の対象と
すべきではないか。 
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各論① 試験実施業務 

(2) 9つの支部で実施している業務 

＜経済産業省の見解＞ 
 
○地方の支部の一部廃止を含めた抜本的
な見直しの中で、順次、民間開放予定。 

 
○試験場や試験監督員の確保などは、一
部民間において実費相当の協力ベース
で実施してもらっている。民間事業者に委
託をするとコストが高くなる懸念 

＜検討の方向性＞ 
 
○地方の支部はすべて不要ではないか。 
 
 
○原則として受託者に対して正当な対価を
支払うべきであり、現在協力ベースで実
施していることを根拠にコストが増えると
主張するのは筋違い。 

 
→包括委託し、効率的に業務を実施すれば

部分的なコスト増は十分吸収できる。ま
ずは官民競争入札を実施するべきではな
いか。 
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各論②：試験問題作成業務 

＜経済産業省の見解＞ 
 

○試験事務の中核をなすものであり、厳格
な適正性及び中立性が求められ、国の行
政機関が自ら実施することが必要。 

 
○試験問題作成及び採点については400名
近い民間委員にその業務を委ねており、
現状、これと同等の問題作成能力を有す
る民間組織は存在しない 

＜検討の方向性＞ 
 
○民間においても厳格な適正性及び中立
性を担保しながら試験を実施している機
関がある 

 
○民間委員による問題作成及び採点業務
を統括できる民間組織は存在するのでは
ないか。 

 
 
 
→官民競争入札の対象とするべきではない
か。 
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（参考１） 情報処理技術者試験の実施体制 
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（独）情報処理推進機構（ＩＰＡ） 民 間 

試験案内・願書受付 
案内書・ポスター・チラシ印刷・配布、願書受付 

原稿作成、契約
締結、監理 

印刷・配送・陳列・受験料収受 
【印刷業者、運送業者、書店、コンビニ等】 

（参考２） 情報処理技術者試験実施業務フローと実施主体 

試験会場の確保 
会場・監督員確保 

折衝・現地確認等【商工会議所等】 

試験問題の作成 

試験委員会運営 
事務手続 作成・選定・チェック【民間人、大学教授等】 

問題用紙等作成 
印刷、輸送 

【印刷業者、運送業者】 

試験会場の運営 
会場管理・運営 

試験実施・答案回収等【商工会議所等】 試験実施・答案回収等【支部】 

採点 
採点 

採点【試験委員】 事務手続 

合格候補者の確定 
合格者チェック、発表 

合格者発表、合格証明書発行 

折衝・現地確認等【支部】 

試験実施に係る調
査・企画 

受験動向等の調査、出題方針・実施方針の決定 
産業界・教育界へのアンケート、情報技術動向等を踏まえた  

出題方針の検討・決定 

民間に開放している業務 

ＩＰＡが自ら行っている業務 

民間の英知を活用した業務 

原稿チェック、契
約締結、監理 
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